
 

 

 
平成 14 年３月期     中間決算短信          平成 13 年 11 月 12 日 
上 場 会 社 名        オリコン・グローバルエンタテインメント株式会社   上 場 取 引 所        大阪証券取引所 
（旧会社名）         （株式会社おりこんダイレクトデジタル）     （ 所 属 部 ）       （ナスダック・ジャパン） 
コ ー ド 番 号         ４８００                                     
本 店 所 在 地        東京都港区六本木七丁目 15 番 14 号 
問 合 せ 先        責任者役職名 取締役管理本部長 
        氏    名 古 川  善 健     ＴＥＬ (03)3405－5252 
中間決算取締役会開催日 平成 13 年 11 月 12 日                  中間配当制度の有無     ○有・無 
中間配当支払開始日    平成 －年 －月 －日   
１ 13年９月中間期の業績（平成13年４月１日～平成13年９月30日） 

 (1)経営成績 
 

売 上 高  (       ) 営業利益  (       ) 経常利益 (       ) 

 13年９月中間期 
千円    ％ 

802,446    ( 276.3 ) 
千円    ％ 

175,387    ( 293.7 ) 
千円    ％ 

177,559    ( 326.0 ) 
12年９月中間期 213,208    ( －  ) 44,546    ( －  ) 41,682    ( －  ) 
 13年３月期 627,556 137,731 122,402 

 
 

 中間(当期)純利益   (       ) １ 株 当 た り        
中間(当期)純利益 会計処理基準 

 13年９月中間期 
千円    ％ 

60,960     ( 159.2 ) 
円   銭 

3,075     70 
 

中間財務諸表等作成基準 
12年９月中間期 23,517     ( －  ) 2,325     80 中間財務諸表等作成基準 
 13年３月期                  65,157        5,666     34  ――  
  (注) １  期中平均株式数 13年９月中間期 19,820 株  12年９月中間期 10,111 株  13年３月期 11,499 株 

２  会計処理の方法の変更  ○有 ・ 無 
３ 中間財務諸表は12年９月中間期より作成しております。従って、12年９月中間期の対前年中間期増減率については、
該当事項がないため、記載しておりません。   

 (2)配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金 

 
 

 
13 年９月中間期 

円   銭 
―― 

     円   銭 
―― 

 

12 年９月中間期 ―― ――  
13 年３月期 ―― ――  

 
 (3)財政状態 
 

総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率        
１ 株 当 た り 
株 主 資 本 

 13年９月中間期 
千円 

3,339,827 
千円 

2,079,063 
   ％ 

62.3 
円   銭 

     79,389   92 
12年９月中間期   740,790   665,426 89.8 55,021   19 
 13年３月期 2,319,803 2,017,378 87.0 154,068   91  
  (注) 期末発行済株式数 13年９月中間期 26,188 株   12年９月中間期 12,094 株   13年３月期 13,094 株 
 
２ 14年３月期の業績予想（平成13年４月１日～平成14年３月31日）  
     当社は業績予想を開示しておりません。 

対前年中間期 
増  減  率 

対前年中間期 
増  減  率 

対前年中間期 
増  減  率 

対前年中間期 
増  減  率 
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３ 中間財務諸表 
（１）中間貸借対照表 

         (単位：千円) 
当中間会計年度 

（平成13年９月30日現在） 
前中間会計年度 

（平成12年９月30日現在） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成13年３月31日現在） 期別 

科目 
金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

(資産の部)   ％   ％   ％ 

Ⅰ 流動資産           

 1. 現金及び預金   1,331,631   237,366   189,467  

 2. 受取手形   1,942   877   5,213  

 3. 売掛金   476,187   90,655   231,134  

 4. 有価証券   200,534   201,215   881,033  

 5. 貯蔵品   273   341   306  

 6. 前渡金   55,000   ―   40,000  

 7. 前払費用   2,509   ―   1,435  

 8. 繰延税金資産   9,258   2,280   5,649  

 9. 短期貸付金   394,056   ―   ―  

 10. その他   1,833   4,291   936  

 11. 貸倒引当金   △1,269   △268   △577  

   流動資産合計   2,471,957 74.0  536,770 72.5  1,354,598 58.4 

Ⅱ 固定資産           

 1. 有形固定資産           

  (1) 建物  19,210   2,750   19,210   

    減価償却累計額  2,815 16,394  104 2,645  1,396 17,813  

  (2) 工具、器具及び備品  101,178   15,174   72,622   

    減価償却累計額  21,344 79,833  982 14,192  6,996 65,625  

   有形固定資産合計   96,228 2.9  16,837 2.3  83,439 3.6 

 2. 無形固定資産           

  (1) ソフトウェア   194,036   112,087   136,090  

  (2) 電話加入権   1,224   936   1,152  

   無形固定資産合計   195,260 5.8  113,023 15.2  137,242 5.9 

 3. 投資その他の資産           

  (1) 投資有価証券   261,003   60,500   601,492  

  (2) 関係会社株式   210,000   ―   110,000  
  (3) その他の関係会社 
    有 価 証 券   1,575   ―   ―  

  (4) 出資金   4,200   ―   ―  

  (5) 長期前払費用   4,250   ―   4,750  

  (6) 繰延税金資産   29,047   ―   1,538  

  (7) 敷金保証金   ―   13,658   26,742  

  (8) 繰延ヘッジ損失   37,796   ―   ―  

  (9) その他   28,508   ―   ―  

   投資その他の資産 
合            計   576,381 17.3  74,158 10.0  744,523 32.1 

   固定資産合計   867,870 26.0  204,019 27.5  965,204 41.6 

   資産合計   3,339,827 100.0  740,790 100.0  2,319,803 100.0 
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         (単位：千円) 

当中間会計年度 
（平成13年９月30日現在） 

前中間会計年度 
（平成12年９月30日現在） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成13年３月31日現在） 期別 

 
科目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

(負債の部)      ％   ％   ％ 

Ⅰ 流動負債           

 1. 買掛金   142,381   13,313   62,194  

 2. 短期借入金   740,000   ―   100,000  

 3. 未払金   33,476   27,575   65,101  

 4. 未払費用   21,557   7,435   9,617  

 5. 未払消費税等   10,440   18,873   8,328  

 6. 未払法人税等   80,000   5,134   53,500  

 7. 前受金   1,364   1,393   1,600  

 8. 預り金   3,746   1,638   2,082  

   流動負債合計   1,032,967 31.0  75,363 10.2  302,425 13.0 

Ⅱ 固定負債           

 1. 長期借入金   190,000   ―   ―  

 2. 金利スワップ   37,796   ―   ―  

   固定負債合計   227,796 6.8  ― ―  ― ― 

   負債合計   1,260,764 37.8  75,363 10.2  302,425 13.0 

           

(資本の部)          

Ⅰ 資本金   1,046,750 31.3  451,750 61.0  1,046,750 45.1 

Ⅱ 資本準備金   902,150 27.0  186,750 25.2  902,150 38.9 

Ⅲ その他の剰余金           
 1. 中間（当期） 

未処分利益   129,527   26,926   68,566  

   その他の剰余金合計   129,527 3.9  26,926 3.6  68,566 3.0 
Ⅳ その他有価証券 

評 価 差 額 金   636   ―   △88  

   資本合計   2,079,063 62.2  665,426 89.8  2,017,378 87.0 

   負債・資本合計   3,339,827 100.0  740,790 100.0  2,319,803 100.0 
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（２）中間損益計算書 
         (単位：千円) 

当中間会計年度 

( 自 平成13年４月１日 至 平成13年９月30日 )  

前中間会計年度 

( 自 平成12年４月１日 至 平成12年９月30日 )  

前事業年度の要約損益計算書 

( 自 平成12年４月１日 至 平成13年３月31日 )  

期別 
 
 

科目 金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比 

    ％   ％   ％ 

Ⅰ 売上高   802,446 100.0  213,208 100.0  627,556 100.0 

           

Ⅱ 売上原価   430,160 53.6  70,016 32.8  253,056 40.3 

           

   売上総利益   372,286 46.4  143,192 67.2  374,499 59.7 

           

Ⅲ 販売費及び一般管理費   196,898 24.5  98,646 46.3  236,767 37.7 

           

   営業利益   175,387 21.9  44,546 20.9  137,731 22.0 

           

Ⅳ 営業外収益           

 1. 受取利息  10,883   105   313   

 2. 有価証券利息  2,903   271   6,390   

 3. 受取配当金  68   ―   80   

 4. 有価証券売却益  24   ―   352   

 5. その他  5,709 19,589 2.4 37 414 0.2 6,410 13,546 2.1 

           

Ⅴ 営業外費用           

 1. 支払利息  7,469   275   546   

 2. 株式関連費  9,948   ―   8,902   

 3. 上場関連費  ―   ―   8,163   

 4. 新株発行費償却  ― 17,418 2.2 3,003 3,278 1.5 11,263 28,876 4.6 

   経常利益   177,559 22.1  41,682 19.6  122,402 19.5 

           

Ⅵ 特別損失           

 1. 投資有価証券評価損  66,593   ―   3,501   

 2. 投資有価証券売却損  1,303   ―   ―   

 3. 固定資産除却損  298 68,194 8.5 ― ― ― ― 3,501 0.5 

   税引前当期純利益   109,364 13.6  41,682 19.6  118,900 19.0 

   法人税、住民税 
及び事業税  80,049   18,875   59,295   

   法人税等調整額  △31,645 48,404 6.0 △709 18,165 8.6 △5,552 53,743 8.6 

   中間(当期)純利益   60,960 7.6  23,517 11.0  65,157 10.4 

前期繰越利益   68,566   3,409   3,409  

   中間(当期)未処分 
利      益   129,527   26,926   68,566  
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（中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 
1. 資産の評価基準及び評価方法 （1）有価証券 

  満期保有目的の債券 
   償却原価法（定額法） 
  子会社株式 
   移動平均法による原価法 
  その他有価証券 
   時価のあるもの 
    中間決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は、移動平均法により算定） 
   時価のないもの 
    移動平均法による原価法 

 （2）デリバティブ 
  時価法 

 （3）貯蔵品 
  最終仕入原価法を採用しております。 

2. 固定資産の減価償却の方法 （1）有形固定資産 
  定率法を採用しております。なお、耐用年数については下記のとおり、また、残
存価額については取得価額の 10％としております。 
  建物：８年～15 年 
工具、器具及び備品：５年～10 年 

 （2）無形固定資産 
  ソフトウェア（自社利用）については、自社における利用可能期間（５年）に基
づく定額法を採用しております。 

3. 引当金の計上基準 貸倒引当金 
 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見積額を計
上しております。 

4. リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転するものと認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。 

5. ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 
  繰延ヘッジ処理によっております。 

 （2）ヘッジ手段とヘッジ対象 
  ヘッジ手段 … 金利スワップ 
  ヘッジ対象 … 借入金 

 （3）ヘッジ方針 
  借入金の金利変動リスクをヘッジする目的で行っております。 

 （4）ヘッジの有効性評価の方法 
ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手
段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。 

6. 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 
 
（会計処理の変更） 
 
従来、売上高には、回収情報料から各通信キャリアの回収代行手数料を差引いた後の金額を計上しておりましたが、当
中間会計期間より、回収情報料全額を売上に計上し、各通信キャリアの回収代行手数料は売上原価として計上する方法に
変更いたしました。 
この変更により、変更を行わなかった場合に比べ、当中間会計期間の売上高は 65,412 千円、売上原価は 65,412 千円多
く計上されております。 
なお、この変更により、当中間会計期間の営業利益及び経常利益、税引前中間（当期）純利益への影響はありません。 
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（表示方法の変更） 

 
当中間会計年度 

( 自 平成13年４月１日 至 平成13年９月30日 )  

 
前中間会計年度 

( 自 平成12年４月１日 至 平成12年９月30日 )  
前中間期まで区分掲記していた「敷金保証金」（当中間期末の
残高は 26,142 千円）は、当中間期において資産総額の 100 分
の５以下となったので、投資その他の資産の「その他」に含め
て表示することとしました。 

 

 
 
（追加情報） 

 
当中間会計年度 

( 自 平成13年４月１日 至 平成13年９月30日 )  

 
前中間会計年度 

( 自 平成12年４月１日 至 平成12年９月30日 )  

 
前事業年度 

( 自 平成12年４月１日 至 平成13年３月31日 )  
  1. 退職給付会計 

当期から退職給付会計に係る会計基準
（「退職給付に係る会計基準の設定に関
する意見書」（企業会計審議会 平成 10
年６月 16 日））を適用しております。こ
の変更に伴う損益の影響はありません。 
 

 金融商品については、当中間会計期間
より金融商品に係る会計基準（「金融商品
に係る会計基準の設定に関する意見書」
（企業会計審議会 平成 11 年１月 22
日））を適用しております。 
なお、これにより損益に与える影響はあ
りません。 

2. 金融商品会計 
当期から金融商品会計に係る会計基準
（「金融商品に係る会計基準の設定に関
する意見書」（企業会計審議会 平成 11
年１月 22 日））を適用しております。こ
の変更に伴う損益の影響はありません。 
 

 
 
（中間貸借対照表関係） 

 
当中間会計年度 

（平成 13 年９月 30 日現在） 

 
前中間会計年度 

（平成 12 年９月 30 日現在） 

 
前事業年度 

（平成 13 年３月 31 日現在） 

1. 消費税等の取扱い 
仮払消費税等及び仮受消費税等は、相
殺のうえ、未払消費税等として表示して
おります。 

1. 消費税等の取扱い 
同 左 

 

 
 
（中間損益計算書関係） 

 
当中間会計年度 

( 自 平成13年４月１日 至 平成13年９月30日 )  

 
前中間会計年度 

( 自 平成12年４月１日 至 平成12年９月30日 )  

 
前事業年度 

( 自 平成12年４月１日 至 平成13年３月31日 )  
1. 減価償却実施額 1. 減価償却実施額 1. 減価償却実施額 
有形固定資産     15,827 千円 有形固定資産        864 千円 有形固定資産     8,171 千円 
無形固定資産     21,411 千円 無形固定資産     11,336 千円 無形固定資産     26,543 千円 
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（リース取引関係） 

 
当中間会計年度 

( 自 平成13年４月１日 至 平成13年９月30日 )  

 
前中間会計年度 

( 自 平成12年４月１日 至 平成12年９月30日 )  

 
前事業年度 

( 自 平成12年４月１日 至 平成13年３月31日 )  
1. リース物件の所有者が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

1. リース物件の所有者が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

1. リース物件の所有者が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び中間期末残高相当額 
 取得価額 

相 当 額 
減価償却累
計額相当額 

中間期末 
残高相当額 

建物 
千円 

4,330 

千円 

144 

千円 

4,185 

工具、
器具及
び備品 

18,402 5,665 12,737 

合計 22,732 5,809 16,923  

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び中間期末残高相当額 
 取得価額 

相 当 額 
減価償却累
計額相当額 

中間期末 
残高相当額 

工具、
器具及
び備品 

千円 

21,014 

千円 

4,597 

千円 

16,417 

ソフト
ウェア 

3,866 3,866 － 

合計 24,881 8,464 16,417  

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び期末残高相当額 
 取得価額 

相 当 額 
減価償却累
計額相当額 

期末残高 
相 当 額 

工具、
器具及
び備品 

千円 

24,882 

千円 

10,304 

千円 

14,577 

ソフト
ウェア 

3,866 3,866 － 

合計 28,749 14,171 14,577  

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 
1 年内  4,401 千円 
1 年超  12,806千円 
合計  17,207千円  

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 
1 年内  3,486 千円 
1 年超  13,022千円 
合計  16,509千円  

(2)未経過リース料期末残高相当額 
1 年内  3,546 千円 
1 年超  11,234千円 
合計  14,780千円  

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び
支払利息相当額 
支払リース料      2,158 千円 
減価償却費相当額    1,984 千円 
支払利息相当額      255 千円 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び
支払利息相当額 
支払リース料          2,724 千円 
減価償却費相当額       2,488 千円 
支払利息相当額           225 千円 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び
支払利息相当額 
支払リース料          4,721 千円 
減価償却費相当額       4,328 千円 
支払利息相当額           494 千円 

(4)減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法によっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 
同 左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 
同 左 

(5)利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価額
相当額との差額を利息相当額とし、各期
の配分方法については、利息法によって
おります。 
 

(5)利息相当額の算定方法 
同 左 

(5)利息相当額の算定方法 
同 左 

2. オペレーティング・リース取引 
未経過リース料 
1 年内  1,654 千円 
1 年超  4,137 千円 
合計  5,791 千円  

2. オペレーティング・リース取引 
未経過リース料 
1 年内  1,654 千円 
1 年超  5,791 千円 
合計  7,446 千円  

2. オペレーティング・リース取引 
未経過リース料 
1 年内  1,654 千円 
1 年超  4,964 千円 
合計  6,619 千円  

 



 

－7－ 

 
（有価証券関係） 
 ※当中間会計期間及び前事業年度については、中間連結財務諸表における注記事項として記載しております。なお、子会
社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  
 前中間会計期間（自 平成 12 年４月１日 至 平成 12 年９月 30 日） 
 該当事項はありません。 
 
 
（デリバティブ取引関係） 
※当中間会計期間及び前事業年度については、中間連結財務諸表における注記事項として記載しております。 
 
前中間会計期間（自 平成 12 年４月１日 至 平成 12 年９月 30 日） 
 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんで、該当事項はありません。 
 
 
（１株当たり情報） 

 
当中間会計年度 

( 自 平成13年４月１日 至 平成13年９月30日 )  

 
前中間会計年度 

( 自 平成12年４月１日 至 平成12年９月30日 )  

 
前事業年度 

( 自 平成12年４月１日 至 平成13年３月31日 )  

１株当たり純資産額   79,389.92 円 １株当たり純資産額   55,021.19 円 １株当たり純資産額  154,068.91 円 

１株当たり中間純利益  3,075.70 円 １株当たり中間純利益   2,325.80 円 １株当たり当期純利益   5,666.34 円 

潜在株式調整後１株 
当たり中間純利益 

2,920.96 円 
潜在株式調整後１株 
当たり中間純利益 

(注) 
潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益 

(注) 

（注）潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、期末現在未行使の新株引受権が存在しないこと及び転換社債の
発行がないため記載しておりません。 


